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監 査 委 員 公 表

神奈川県監査委員公表第21号

平成29年度包括外部監査の結果に係る措置状況について

　平成30年3月27日付け神奈川県公報号外第19号で公表している

平成29年度包括外部監査の結果について、神奈川県教育委員会か

ら、当該監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として

措置を講じたとして、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条

の38第6項の規定による通知があったので、同項の規定により当

該通知に係る事項を次のとおり公表する。

　　平成30年12月14日

神奈川県監査委員　村 　上 　英 　嗣　

同　　　　　　　　髙 　岡 　　 　香　

同　　　　　　　　太 　田 　眞 　晴　

同　　　　　　　　国 　吉 　一 　夫　

同　　　　　　　　髙 　橋 　　 　稔　

県立学校の財務に関する事務の執行について

　平成29年度包括外部監査結果報告書（平成30年3月27日（神奈

川県公報号外第19号）神奈川県監査委員公表第6号で公表。以下

「報告書」という。）記載の「指摘事項」32項目全てについて、平

成30年10月16日に、次のとおり講じた措置の通知があった。（所管

課　指摘事項1は行政部財務課、海洋科学高等学校及び鶴見養護

学校、指摘事項2及び3は行政部財務課及び平塚中等教育学校、

指摘事項4は行政部財務課、海洋科学高等学校、茅ケ崎高等学校

及び鶴見養護学校、指摘事項5は指導部高校教育課、支援部特別

支援教育課、神奈川工業高等学校、生田高等学校及び相模原中央

支援学校、指摘事項6は指導部高校教育課、支援部特別支援教育

課、神奈川工業高等学校、中央農業高等学校及び相模原中央支援

学校、指摘事項7は指導部高校教育課、茅ケ崎高等学校及び中央

農業高等学校、指摘事項8は指導部高校教育課、光陵高等学校、

相原高等学校及び平塚中等教育学校、指摘事項9は指導部高校教

育課及び生田高等学校、指摘事項10は指導部高校教育課、支援部

特別支援教育課、光陵高等学校、中央農業高等学校及び相模原中

央支援学校、指摘事項11は行政部財務課、生田高等学校及び相原

高等学校、指摘事項12は行政部財務課、横浜翠嵐高等学校、横浜

国際高等学校、生田高等学校及び鶴見養護学校、指摘事項13は行

政部財務課、光陵高等学校、生田高等学校及び相原高等学校、指

目　次

○監査委員公表

　 平成29年度包括外部監査の結果に係る措置状況について

摘事項14は行政部財務課及び横浜国際高等学校、指摘事項15は行政

部財務課、横浜国際高等学校、生田高等学校、相原高等学校及び

平塚中等教育学校、指摘事項16は行政部財務課、相原高等学校及

び鶴見養護学校、指摘事項17は行政部財務課、生田高等学校及び

鶴見養護学校、指摘事項18は行政部財務課及び横浜翠嵐高等学校、

指摘事項19は行政部財務課、生田高等学校、相原高等学校及び中

央農業高等学校、指摘事項20は行政部財務課、横浜国際高等学校、

光陵高等学校、相原高等学校及び海洋科学高等学校、指摘事項21

は行政部財務課、生田高等学校、平塚中等教育学校及び相模原中

央支援学校、指摘事項22は行政部財務課及び中央農業高等学校、指

摘事項23は行政部財務課及び茅ケ崎高等学校、指摘事項24は行政部

財務課及び神奈川工業高等学校、指摘事項25は指導部高校教育課、

指摘事項26は行政部教職員企画課、神奈川工業高等学校、横浜翠

嵐高等学校、光陵高等学校、生田高等学校、相原高等学校、中央

農業高等学校、平塚中等教育学校、鶴見養護学校及び相模原中央

支援学校、指摘事項27は行政部教職員企画課及び二俣川看護福祉

高等学校、指摘事項28は行政部教職員人事課、指摘事項29は総務室、

指導部高校教育課及び支援部特別支援教育課、指摘事項30は相模

原中央支援学校、指摘事項31は指導部保健体育課、横浜国際高等

学校及び茅ケ崎高等学校、指摘事項32は指導部保健体育課、鶴見

養護学校及び相模原中央支援学校）

監査の結果（指摘事項） 措置の内容

1  　備品管理シール貼付の徹底
（指摘事項1）
　 　管理シールは、個々の備品
を特定するために重要な情報
である。財務規則に則り、備
品には網羅的に管理シールを
貼付し、適切に管理する必要
がある。また、現物照合の際
に剥がれているシールを発見
した場合は適宜更新する必要
がある。（報告書p.99） 

　平成30年2月9日付け通知を
各所属に発し、剥がれていたり、
読み取れない管理シールを発見
したときには、備品（借用物
品）台帳に記録してあるデータ
を基に作成・出力した管理シー
ルを当該備品に貼付するよう指
導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年12月までに、
剥がれていた管理シールを作成
し直し貼付した。

2  　備品台帳・借用物品台帳の
使用者の更新（指摘事項2）

　 　台帳に登録されている使用
者を更新する必要がある。使
用者の未更新がシステム操作
方法に不慣れなことに起因し
ている場合には、システムの

　平成30年2月9日付け通知を
各所属に発し、人事異動等によ
り物品使用者が変更になった場
合には、変更内容を台帳にシス
テムで登録し、新たな物品使用
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　 操作方法を確認する必要があ
る。（報告書p.99）

者と使用場所について管理の指
定をするよう指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、システムの操作方法に
関してマニュアルの記載を確認
し、平成29年9月に使用者を更
新した。

3  　借用物品の再リース期間の
更新（指摘事項3）

　 　再リース契約を締結した場
合には、台帳上の内容も適時
に更新する必要がある。（報
告書p.100）

　平成30年2月9日付け通知を
各所属に発し、借用物品の再リ
ース契約の締結をする場合は、
会計管理システムで、リース期
間の終了日等を修正登録し、出
力した修正登録票に物品管理者
及び物品出納員の確認印を受け
るように、また、固定資産に計
上する借用物品の再リース契約
の締結をする場合は、併せて物
品管理事務の手引に従い固定資
産情報入力（リース資産）など
の事務処理を行うよう指導を行
った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、再リースを含む借用物
品のリース期間を再確認し、平
成29年9月に台帳の内容を更新
した。

4  　現物照合実施結果等の記載
（指摘事項4）
　 　現物照合は、現物の状況を
どの時点で確認したかが重要
な情報である。

　 　また、現物確認の結果が残
されていない場合、実際に現
物照合手続が適切に行われた
ことの記録が残らないことに
なる。

　 　実施要領にも定められてい
るとおり、 確認用帳票に現物
確認結果、確認日を記載する
ことが必要である。（報告書
p.100）

　平成30年2月9日付け通知を
各所属に発し、現物確認結果及
び確認日を確認用帳票の余白に
記入し、現物に故障等を発見し
た場合には、併せて物品管理者
に報告するよう指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年12月までに確
認用帳票に現物確認結果、確認
日の記載を行った。

5  　劇物保管の表示（指摘事項
5）

　 　劇物は危険性の高い薬品で
あり、安全性確保のため厳格
な管理が必要となる。毒物及
び劇物取締法等法律で義務付
けられている内容、及び高等
学校学習指導要領解説（理科
編）に記載されていることを
遵守するため、保管場所に

　 「医薬用外劇物」の表示を行
う必要がある。（報告書p.106）

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、毒物及び劇物の
保管場所には「医薬用外毒物」、
「医薬用外劇物」の表示をする
こととし、改めて校内の薬品等
の管理体制を点検するととも
に、適正な管理の徹底に遺漏な
く取り組むよう指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年3月までに保
管場所に「医薬用外劇物」の表
示を行った。

6  　劇物の保管方法（指摘事項
6）

　 　医薬用外毒物・劇物は、薬
品の中でも、法令等により保
管方法が規定されている薬品
であり、一般の薬品よりも注
意して保管・管理が求められ
ている。そのため、医薬用外
毒劇物とそれ以外の薬品につ
いては区別して保管すること
が必要である。（報告書p.107）

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、毒物及び劇物並
びに危険物及びその他の毒性を
有する薬品等については、それ
以外の薬品等とは区分して必ず
鍵の掛かる保管庫に保管するこ
ととし、改めて校内の薬品等の
管理体制を点検するとともに、
適正な管理の徹底に遺漏なく取
り組むよう指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年3月までに医
薬用外毒劇物とそれ以外の薬品
については区別して保管した。

7  　薬品・農薬の棚卸し（指摘
事項7）

　 　毒物及び劇物の適切な保管
　 管理について、各種要請が行
われていることを踏まえれ
ば、各県立学校においては、
これらの要請を遵守し、毒物
及び劇物について定期的（四
半期ごと等）に棚卸しを実施
し、保有数量の把握・管理の
徹底が必要である。（報告書
p.108）

　平成29年10月 2日付け通知を
各学校に発し、農薬の適正な管
理について再確認するよう指導
した。また、平成30年 1月31日
付け通知を各学校に発し、毒物
及び劇物については、毒物・劇
物管理簿を作成し、購入・廃棄
した場合の期日・数量並びに使
用するたびに取扱日や数量を記
載すること、統括責任者は、毒
物・劇物管理簿と保有数量を定
期的（四半期ごと等）に照合・
確認することとし、改めて校内
の薬品等の管理体制を点検する
とともに、適正な管理の徹底に
遺漏なく取り組むよう指導を行
った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、毒物及び劇物について
は平成30年4月から四半期ごと
の棚卸しを実施し、管理簿に基
づき、巡回確認の実施など保有
数量の把握・管理を行っている。 

8  　薬品庫鍵使用簿の記載（指
摘事項8）

　 　薬品庫には危険物等も保管
されているため、薬品の盗難
を防止し、不正や事故に対し
て緊急対応ができるようにす
るため、薬品等の保管、管理
に関する要綱に従って薬品庫
鍵使用簿を作成するととも
に、薬品庫の鍵の使用状況に
ついては全て管理簿に記載
し、適切に薬品庫の鍵を管理
する必要がある。（報告書
p.109） 

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、保管庫等及び保
管庫等を設置している部屋の鍵
の管理を徹底すること（保管庫
鍵使用簿による管理等）とし、
改めて校内の薬品等の管理体制
を点検するとともに、適正な管
理の徹底に遺漏なく取り組むよ
う指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては平成30年5月までに薬品
庫鍵使用簿を作成し、薬品庫の
鍵の適正な管理を職員に徹底し
た。

9  　農薬の使用状況の記帳（指
摘事項9）

　 　農薬は、人体や環境に影響
を及ぼすものもあるため、農
薬取締法や毒物及び劇物取締
法等の農薬関係法令に則り、
適正かつ安全に管理する必要
がある。

　 　神奈川県では、神奈川県農
薬安全使用指導指針を定めて
いることから、同指針に基づ
いて農薬の使用状況について
記帳し、定期的に保有数量の
確認をする必要がある。（報
告書p.109）

　平成29年10月 2日付け通知を
各学校に発し、農薬の適正な管
理について、再確認するよう指
導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年9月から農薬
使用簿に使用状況を記帳し、農
薬の受払、保有数量の管理を行
っている。

10　薬品の管理（指摘事項10）
　 　薬品の使用期限が適切に管
理されていない現状は、「薬
品等の保管、管理に関する要
綱」に従った管理とは言えな
い。不正や事故の防止の観点
からも、直ちに改善する必要
がある。

　 　また、薬品の棚卸し時にお
いて、長期間未使用の薬品の
有無、使用見込みのないもの
や使用期限切れのものなど廃
棄すべき薬品の有無について
も確認することが必要であ
る。

　 　学校において、使用見込み
がなく不要と判断された薬品

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、長期間保存され
ている薬品で、今後も使用の見
込みがないものは、速やかに適
切な方法で廃棄することとし、
改めて校内の薬品等の管理体制
を点検するとともに、適正な管
理の徹底に遺漏なく取り組むよ
う指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、長期間未使用の薬品や
使用期限切れのものの有無につ
いて確認し、使用見込みがなく
不用な薬品については、一部を
平成30年3月に廃棄処分した。
また、残部については平成30年 
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　 については、廃棄することが
必要である。（報告書p.110） 

12月を目途に廃棄処分を進めて
いる。

11 　部活動費会計等における予
算書の作成（指摘事項11）

　 　私費会計基準に基づき予算
　 書を作成し、明瞭に記載する
必要がある。その他、年度当
初に予算執行計画を作成する
ことにも留意すべきである。

　 　なお、保護者向けの徴収通
知をもって予算書の代替とし
て、その作成を省略している
ケースが散見されたが、私費
会計基準の規定とは異なる対
応となっているため、これを
容認するのであれば、私費会
計基準を見直すか、別途通知
等を行う等の対応が必要と考
える。（報告書p.136）

　平成30年3月28日付け通知を

各学校に発し、会計毎
ごと

に予算書
及び予算執行計画を作成するこ
とを要する旨、ただし部費・合
宿費については、収入予定・支
出予定の総額及びその内訳を記
載した保護者への徴収通知をも
って予算書に替えることができ
ることとした。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年度から通知に
基づき、保護者への徴収通知を
もって予算書に替えることと
し、保護者への徴収通知には収
入予定・支出予定の総額及びそ
の内訳を記載することとした。 

12 　決算書の作成日の記入（指
摘事項12）

　 　私費会計の決算書について
は、私費会計基準に従い、報
告期日までに報告を行い、報
告日を記載する必要がある。
（報告書p.139） 

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、決算書類につい
ては4月末日までに作成し、必
ず報告日を記載するよう指導を
行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成28年度の報告日が
空欄であった会計について報告
日を確認し、記載した。また、
平成29年度決算書については平
成30年4月中に作成し報告日を
記載した。

13 　部活動費会計等の決算書の
作成（指摘事項13）

　 　決算書は私費会計基準に基
づき作成が義務付けられてい
るため、作成を要する。保護
者向けの会計報告をもって決
算書の代替として、その作成
を省略しているケースが散見
されたが、私費会計基準の規
定とは異なる対応となってい
るため、これを容認するので
あれば、私費会計基準を見直
すか、別途通知等を行う等の
対応が必要と考える。（報告
書p.140）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、会計毎に決算書
を作成することを要する旨、た
だし部費・合宿費については、
収入・支出の総額及びその内訳
を記載した保護者への決算報告
をもって決算書に替えることが
できることとした。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年度決算から、
部活動費会計において私費会計
基準に基づき決算書を作成、あ
るいは通知に基づき、部活動会
計については、保護者の決算報
告をもって決算書に替えること
として保護者への決算報告には
収入・支出の総額及びその内訳
を記載するなど、適切に会計処
理を行った。

14 　残金の精算の会計処理（指
摘事項14）

　 　残金の精算であっても、年
度内の支出であれば決算書上
も支出として記載し、当年度
の収支を明瞭に表示する必要
がある。（報告書p.140）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、決算書について
は年度内の残金精算結果（返金
・寄附等）を反映したものを作
成するよう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年度決算から生
徒会会計への寄附及び生徒への
返金について、決算書上支出と
して収支を明確に表示した。

15 　予算額と決算額の差異が著
しい項目に係る理由の記載
（指摘事項15）
　 　私費会計基準に基づき、予
算額と決算額との差異が著し
い項目については、その理由
を備考欄に記載する必要があ
る。

　 　また、予算策定時点におい
て当年度に支出をしないこと
が明らかな場合には、予算上
も支出をゼロとするなど予算
作成の精度の向上に努めるべ
きである。（報告書p.141）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、決算書において、
予算額と決算額との差異が30％
以上の増減がある場合について
は、その理由を備考欄に記載す
る旨及び当該年度に支出しない
ことが明らかな場合には予算計
上を行わないなど、精査のうえ
予算を作成するよう指導を行っ
た。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年度決算から予
算額と決算額との差異があるも
のについては、その理由を備考
欄に記載することを徹底した。
平成29年度決算に対応できない
学校においては、平成30年度か
ら予算額と決算額に激しい差異
が生じないよう留意し、万が一
著しい差異が生じた場合にはそ
の理由を明確に決算書の備考欄
に記載することとした。

16 　預金口座のない私費会計
（指摘事項16）
　 　私費会計基準に基づき、私
費会計に係る収入金は、会計
別に校長名義の預金口座を金
融機関に設けて預金する必要
がある。（報告書p.143）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、会計別に学校長
名義の預金口座に預金するよう
指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、合宿を行う予定のある
部活動を確認し、収入金は学校
長名義の預金口座に預金した。
また、すぐに対応できない学校
においては、行事費会計につい
て、行事費会計として単独の会
計とするか、既存の学級費会計
又は積立金会計に統合するか検
討中であり、保護者等を構成員
とする学校徴収金運営協議会に
諮ったうえで平成31年度から通
帳管理を始める予定である。そ
れまでは、徴収後5日以内に業
者に支払を行い、その間事務室
内の金庫で適切に管理を行うこ
ととした。
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17 　預金口座、現金出納簿及び
決算書の残高の不一致（指摘
事項17）

　 　預金口座、現金出納簿及び
決算書の残高は、適切に処理
が行われれば全て一致するも
のであり、決算時において全
ての一致を確認する必要があ
る。（報告書p.144）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、決算時において、
預金口座、現金出納簿及び決算
書の残高が一致することを私費
会計基準に基づき校長等が必ず
確認するよう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　指摘を受けた学校において
は、監査後、当該指摘を受けた
預金口座、現金出納簿及び決算
書の残高の確認を行ったとこ
ろ、決算に計上すべき預金口座
の残高を誤っていたことから、
直ちに決算書の是正を行った。
　なお、現金出納簿を作成して
いなかったため、各残高が一致
しなかった一部の学校について
は、平成29年度末までに現金出
納簿等を作成した。

18 　多額の現金の預り（指摘事
項18）

　 　多額の現金については、不
正防止の観点から、直ちに預
金口座に入金することが必要
である。（報告書p.144）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、多額の現金につ
いては速やかに預金口座に入金
するよう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年度から私費会
計基準に従い、速やかに銀行へ
の入金処理を行っている。 

19 　部活動費会計等における監
査の未実施（指摘事項19）

　 　私費会計については監査が
義務付けられていることか
ら、適切かつ速やかに監査を
実施する必要がある。なお、
他の手続きをもって容認する
場合は、私費会計基準を見直
すか、別途通知等を行う等の
対応が必要と考える。（報告
書p.146）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、部活動費会計、
合宿会計について、保護者等を
構成員とする学校徴収金運営協
議会の監査委員の監査を受ける
よう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行っている。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年度決算から部
費・合宿費について、監査委員
の監査を受けた。また、収支の
予定がない部活においては、部
員保護者への返金及び物品購入
後残額を生徒会費に繰り入れて
通帳を解約した。

20 　監査記録の不備（指摘事項
20）

　 　監査の結果については、私
費会計基準に基づき、監査委
員が決算書に監査の報告日、

署名及び捺
なつ

印を記載しなけれ
ばならない。（報告書p.146）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、決算書には、監
査委員が必ず報告日を記載し、
自署押印するよう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお

いては、平成29年度決算につい
て、決算書に監査の報告日、署
名及び捺印の記載漏れがないこ
とを確認した。

21 　立替金の承認（指摘事項
21）

　 　私費会計基準に基づき、や
むを得ず立替払いを行った場
合は、その立替金の限度額は
2万円とし、校長による事前
承認を徹底する必要がある。
なお、副校長の代決は私費会

　 計基準で認められているが、
私費会計事務処理の「私費会
計に係る立替払い基準につい
て」に基づき学校において

　 「私費会計に係る立替払い基
準」を設け、その中で予め副
校長の専決事項とすることが
望ましいと考える。（報告書
p.148）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、立替払いについ
ては、各学校で「私費会計に係
る立替払い基準」を作成の上、
校長の事前承認を受ける必要が
あること、これを副校長の専決
とする場合は、その旨を規定す
ること、限度額を2万円とする
ことを徹底するよう指導を行っ
た。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年 4月までに
「私費会計に係る立替払い基準」
を作成し、職員に周知徹底を図

り、その基準の中で、予
あらかじ

め専決
事項を定めた。また、立替払い
の手続きについて、副校長が講
師となり事故防止会議・不祥事
防止研修会において校長の事前
承認や立替できる経費などの
チェックポイント及び留意点に
ついて周知（2回：平成29年10
月、平成30年3月）するととも
に、再発防止を徹底した。

22 　手許
もと

現金の取扱い（指摘事
項22）

　 　金庫で保管している現金
は、預金の増減ではなく、現
金の受領、支払時点で収入、
支出として認識する必要があ
り、小口現金出納簿に記帳す
ることが必要である。（報告
書p.149）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、小口現金につい
ては小口現金出納簿を作成し管
理するよう指導を行った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年度から金庫内
の準備金については、小口現金
出納簿で管理している。

23 　徴収簿と証憑
ひょう

の不整合（指
摘事項23）

　 　債権額が徴収簿と事務室の
管理額で不整合となっている
状況を解消すべきである。こ
れまで教員と事務員がそれぞ
れ独立してこれらの管理を
行っていたとのことであった
ことから、例えば、定期的に
金額の一致を照会するといっ
た手続を加え、教員と事務職
員の間での情報共有方法を見
直し、不整合が生じていない
かを確認する手続を織り込む
べきである。（報告書p.157）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、徴収状況を会計
担当・事務室が各々に把握して
いる場合には、毎月末等定期的
に双方で確認するよう指導を行
った。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、債権額が徴収簿と事務
室の管理額で不整合となってい
る点について、直ちに各資料を
突合確認したところ、事務室で
把握していなかった債権額があ
ることが判明したため、正しい
債権額を平成29年8月29日に確
定させた。その後は毎月末や転
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編入者、退学者等学籍の異動時
に、事務職員と教員で未納者及
び未納金額の突合を行うことと
した。

24 　徴収簿等の不備（指摘事項
24）

　 　私費未収債権の現況管理の
ため、徴収簿を作成し、適切
に管理すべきである。（報告
書p.157）

　平成30年3月28日付け通知を
各学校に発し、徴収簿を作成し
適切に債権管理を行うよう、ま
た別途徴収状況を生徒別に把握
している場合には徴収簿の作成
を省略できることとした。
　また、財務課が全県立学校を
対象に実施する財務事務調査指
導の中で、通知の実施状況につ
いて確認及び指導を行ってい
る。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成30年度から徴収簿
を作成することとし、以後、会
計担当者が適切に管理してい
る。

25 　ＡＬＴ（外国語指導助手）
の活動実態に合わせた契約の
見直し又は指示の周知（指摘
事項25）

　 　委託契約を徹底するため、
教員による直接指示やＡＬＴ
を交えてのティーム・ティー
チングの禁止等、労働者派遣
に該当しないよう通知を各学
校に発出し、遵守させること
が必要である。

　 　あるいは、契約形態の見直
しを行い、労働者派遣契約と
して労働者派遣法に沿った運
用に変更する、ＪＥＴ－ＡＬ
Ｔや直接任用に切り替える、
といった対策を講じることも
考えられる。

　 　ただし、教員とＡＬＴが打
ち合わせをしたり、教員から
指示をしたりできるほうが語
学教育上は望ましいと考えら
れる。これらを踏まえ、望ま
しい契約形態について今一度
検討することが必要である。
（報告書p.168） 

　平成30年3月15日付け通知を
各学校に発し、各学校に対して、
委託契約の内容について再認識
させるため、次の2点について
指導を行った。
　① スケジュール＆レッスンプ

ランを期日までに委託会社
あて提出すること。

　② 委託業務では現場での直接
指示ができないため、担当
教員の指導のもとで、担当
教員が行う授業に係る補助
を行う、いわゆるティーム
ティーチングを実施しない
こと。

　平成31年度以降は、教員によ
る直接指示やＡＬＴを交えての
ティームティーチングが実施で
きるよう、平成31年度分契約か
ら契約形態の見直しについて検
討を進めている。

26 　時間外登下校簿の適切な作
成（指摘事項26）

　 　時間外登下校簿が未作成、
あるいは記載不備の学校は県
立学校職員服務規程に反して
いるとともに、休日等に出勤
した職員が把握できない事態
は労務管理及び学校施設の安
全確保の観点から適切ではな
い。ＩＣＴやタイムカードな
ど勤務時間を客観的に把握
し、集計するシステムの構築
までに一定の時間を要するこ
とを鑑みれば、休日等におい
て既存の労務管理書類である
時間外登下校簿の記入につい
て徹底する必要がある。（報
告書p.172）

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、時間外登下校簿
の作成を徹底するよう指導を
行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年10月までに時
間外登下校簿を作成、あるいは
記載不備を修正した。また、休
日等に出勤した際の時間外登下
校簿の記入について周知徹底し
た。

27 　特殊勤務手当実績整理簿の
承認漏れ（指摘事項27）

　 　平成29年度以降は特殊勤務
手当実績整理簿において、管
理者が網羅的に確認し、承認
印を押印することが必要であ
る。（報告書p.173）

　平成30年1月31日付け通知を
各学校に発し、管理者による承
認印の押印を徹底するよう指導
を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお

いては、平成29年度の特殊勤務
手当実績整理簿の承認印漏れに
ついては平成30年2月にすべて
押印し、以後、管理者が内容を
確認し、承認印を押印すること
を徹底した。平成30年度の特殊
勤務手当実績整理簿において
も、管理職による網羅的な確認
及び承認印の押印を確実に行
い、月末ごとに承認印について
管理職のダブルチェックを実施
している。

28 　自己観察書における目標設
定の網羅性（指摘事項28）

　 　神奈川県公立学校職員人事
評価実施要領で規定されてい
る職務分類ごとに、目標の設

　定を行う必要がある。
　 　特に学校運営に関する目標
設定をすることは重要であ
り、今後は目標の設定に漏れ
が無いように改善されること
を要望する。

　 　評価対象者が設定すべき職
務に対して網羅的に目標を設
定することは当然であるが、
評価者も自己観察書を査閲す
る際に、目標設定の漏れがあ
る場合は評価者に差し戻す
等、目標設定に漏れが無いよ
うに運用する必要がある。ま
た、県教育委員会教職員人事
課においても、回収した自己
観察書を査閲する際に留意
し、不備がある場合は適時に
各学校への指導を実施する必
要がある。（報告書p.181）

　平成30年4月に評価対象者向
けの人事評価システムハンドブ
ックにおいて、自己観察書への
記載手順のページに、記載漏れ
がないよう注意することを追記
した。
　評価者に対しては、記載漏れ
のないよう十分に確認すること
を評価者研修テキストに追記
し、平成30年4月実施の評価者
研修において、改訂した評価者
研修テキストを使用し、評価者
に対して注意喚起を行った。
　また、教職員人事課において
は、平成29年度実施の人事評価
からチェック体制を改め、回収
した自己観察書のすべての項目
について記載漏れがないように
確認を徹底した。

29 　学校評価の公表（指摘事項
29）

　 　学校評価の結果は、神奈川
県教育委員会が定めた「県立
学校における学校評価システ
ムに係る実施要綱」（以下、
要綱という。）にしたがい公
表が必要である。約50％の学
校しか評価結果が公表されて
いなかった原因には、各学校
において、「要綱」や「学校
評価システムの手引き」が十
分に理解されていない面があ
ると思われ、周知を徹底する
仕組みを検討することが必要
である。

　 　なお、現状は、ホームペー
ジの更新が各学校に委ねられ
ているが、各学校にはホーム
ページを更新するスキルを持

　 った教員等が必ずしも多くい
るわけではない。学校評価も
含め、適時な情報発信は重要
であるため、ホームページを
更新する体制についても今後
検討することが望まれる。（報
告書p.199）

　平成30年2月1日付け通知を
各学校に発し、評価結果の公表
を徹底するよう指導を行った。
さらに、県立学校長会議学校経
営研究会学校評価等ワーキング
グループを通じて、校長へ公表
するよう周知したほか、教育委
員会において公表の実施状況に
ついて確認・指導を行った。
　これにより、平成30年8月ま
でに全ての県立学校において評
価結果を公表した。
　引き続き、取組みを適正に行
うことができるよう手続きの改
善を図り、「学校評価システム
の手引き」等の内容について周
知の徹底を図る。
　学校ホームページの更新につ
いては、平成33年度中までにコ
ンテンツ管理システム（ＣＭＳ）
※に移行することで、多くの教
員が更新作業をできる体制を整
えていく予定である。
※ 　コンテンツ管理システム
（ＣＭＳ）
　 　ホームページなどのウェブ
コンテンツを構成するテキス
トや画像、レイアウト情報な
どを一元的に保存・管理し、
サイトを構築し、編集するソ
フトウエアのこと。

30 　学校関係者評価委員会の構
成員（指摘事項30）

　 　学校評価は多様な視点から 　平成30年度から新たに学校評
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　 評価できるように「学校評価
システムの手引き」でも構成
員の設定を規定しており、特
に保護者からの視点は重要と
考えられているため、例えば
ＰＴＡ会長等の保護者を含め
る必要がある。（報告書p.200）

議員の構成員に保護者代表を加
えた。

31 　学校薬剤師執務記録簿の未
作成（指摘事項31）

　 　学校薬剤師執務記録簿につ
いて漏れなく提出を依頼する
必要がある。（報告書p.200）

　平成29年11月28日付け通知を
各学校に発し、学校薬剤師執務
記録簿の提出を求めるよう注意
喚起し、再確認するよう指導を
行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年度分から作成
し、未作成だった平成28年度分
の学校薬剤師の執務記録簿は平
成30年8月までに作成した。

32 　学校医等の勤務記録簿の作
成方法（指摘事項32）

　 　「学校保健安全法施行規
則」の条文が学校医、学校歯
科医および学校薬剤師の記録
簿を別々に規定しており、そ
れぞれの執務記録簿で管理す
ることが求められているた
め、学校医執務記録簿、学校
歯科医執務記録簿および学校
薬剤師執務記録簿は別に作成
することが必要である。（報
告書p.201）

　平成29年11月28日付け通知を
各学校に発し、学校医執務記録
簿、学校歯科医執務記録簿及び
学校薬剤師執務記録簿は別に作
成することが必要であることを
注意喚起し、再確認をするよう
指導を行った。
　なお、指摘を受けた学校にお
いては、平成29年9月に学校医
執務記録簿、学校歯科医執務記
録簿及び学校薬剤師執務記録簿
を別に作成した。

（注） 　「監査の結果（指摘事項）」欄について、指摘事項の内容は、

神奈川県教育委員会からの通知のとおりに記載している。
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